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２ 草地整備利用促進事業 

（１）事業実施主体は、次のアからエまでのいずれかに該当す

る場合には、計画の変更を行うものとする。 

ア 事業実施主体、管理経営主体又は事業参加者の変更 

イ 受益面積の５％以上かつ７ヘクタール以上の増減 

ウ 工種の新設又は廃止 

エ 労賃又は物価の変動によるものを除く総事業費の20％

以上の変動（公共事業の入札、契約の改善、技術開発等

による費用の縮減による事業費の減であって、変更前の

事業地区計画に基づく事業により得られる効用と同等以

上の効用が得られるものによる場合を除く。） 

（２）都道府県が事業実施主体の場合において、（１）に掲げる

事業実施計画の重要な部分を変更したときは、都道府県知

事は、別記様式第６号の草地畜産基盤整備事業実施計画変

更報告書に、変更後の畜産基盤整備計画を添付して、地方

農政局長等にその旨を報告するとともに、関係市町村に通

知するものとする。 

（３）その他の者が事業実施主体の場合において、（１）に掲げ

る事業実施計画の重要な部分を変更したときは、事業実施

主体は、変更内容を示した畜産基盤整備計画を都道府県知

事に提出し、都道府県知事は、これを確認の上、別記様式

第６号の草地畜産基盤整備事業実施計画変更報告書に変更

後の畜産基盤整備計画を添付したものを地方農政局長等に

提出するものとする。 

 

（新設） 

第９ 事業の完了報告 第９ 事業の完了報告 
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      本事業が完了したときは、以下のとおりとする。 

１ 草地整備型及び畜産担い手総合整備型 

都道府県知事は、本事業が完了したときは、別記様式第７

号の草地畜産基盤整備事業完了報告書により、地方農政局長

等に報告するものとする。 

  ２ 草地整備利用促進事業 

（１）都道府県が事業実施主体の場合においては、都道府県知

事は、別記様式第７号の草地畜産基盤整備事業完了報告書

により、地方農政局長等に報告するものとする。 

（２）その他の者が事業実施主体の場合においては、事業実施

主体は、本事業が完了した旨を別記様式第７号の別表の草

地整備利用促進事業完了報告書を付して都道府県知事に報

告し、都道府県知事はこれを確認の上、地方農政局長等に

別記様式第７号の草地畜産基盤整備事業完了報告書によ

り、提出するものとする。 

 

   （新設） 

 （新設） 

都道府県知事は、本事業が完了したときは、別記様式第６

号の草地畜産基盤整備事業完了報告書により、地方農政局長

等に報告するものとする。 

 （新設） 

 

 

第10 助成 

 １ 補助 

 （１）草地整備型及び畜産担い手総合整備型 

   ア 国は、本事業について次に掲げる表の交付対象欄に

「○」を記載している工種に必要な経費の一部を、予算

の範囲内において、都道府県に対して補助するものと

し、国庫補助の大要及び補助率は、次のとおりとする。 

イ 当該補助の交付申請の手続等については、別に定める

土地改良事業関係補助金交付要綱（昭和31年８月13日付

け31農地第3966号農林事務次官依命通知）によるものと

第10 助成 

１ 補助 

（１）草地整備型及び畜産担い手総合整備型 

  ア 国は、本事業について次に掲げる表の交付対象欄に

「○」を記載している工種に必要な経費の一部を、予算

の範囲内において、都道府県に対して補助するものと

し、国庫補助の大要及び補助率は、次のとおりとする。 

イ 当該補助の交付申請の手続等については、別に定める

土地改良事業関係補助金交付要綱（昭和31年８月13日付

け31農地第3966号農林事務次官依命通知）によるものと
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する。 

区分 種目 
工種及び整備 

内    容 

交 付 対 象 

補助 

率 

草地整備型 
畜産担い手総

合整備型 

道営

草地

整備

事業 

公共

牧場

整備

事業 

飼料

基盤

集積

整備

事業 

再編

整備

事業 

事 

業 

計 

画 

策 

定 

事 

業 

(1) 

事 

業 

実 

施 

計 

画 

策 

定 

（略） (略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

基 

本 

施 

設 

整 

備 

事 

業 

(1)

草地

整備

改良 

（略） (略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(2) 

関 

連 

草 

地 

造 

成 

改 

良 

（略） (略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(3) 

草 

ア （略） (略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

する。 

区分 種目 
工種及び整備 

内    容 

交 付 対 象 

補助 

率 

草地整備型 
畜産担い手総

合整備型 

道営

草地

整備

事業 

公共

牧場

整備

事業 

飼料

基盤

集積

整備

事業 

再編

整備

事業 

事 

業 

計 

画 

策 

定 

事 

業 

(1) 

事 

業 

実 

施 

計 

画 

策 

定 

（略） (略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

基 

本 

施 

設 

整 

備 

事 

業 

(1)

草地

整備

改良 

（略） (略) 

 

 

(略) 

 

 

(略) 

 

 

(略) 

 

 

(略) 

 

 

(2) 

関 

連 

草 

地 

造 

成 

改 

良 

（略） (略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(3) 

草 

ア （略） (略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 
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地 

等 

の 

基 

盤 

整 

備 

改 

良 

イ 放牧用林地整備  

 放牧用林地の造成又は整備（造林・除

間伐並びに牧草導入のための障害物除去

、起土、整地並びに土壌改良資材及び牧

草種子の購入及び散布を含む。）のほか

、放牧用林地の利用に必要な道路整備、

雑用水施設整備の新設又は改良に要する

経費 

 

(略) 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

ウ～ク （略） (略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

利 

用 

施 

設 

整 

備 

事 

業 

(1) 

農 

業 

用 

施 

設 

整 

備 

（略） 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(2) 

農 

機 

具 

等 

導 

入 

（略） 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

 （２）草地整備利用促進事業 

ア 国は、本事業について次に掲げる表の工種に必要な経

費の一部を、予算の範囲内において、都道府県に対して

補助するものとし、国庫補助の大要、補助率及び助成単

価は、次のとおりとする。 

なお、助成単価は、別表に示すとおり、標準的な作業

内容、作業量等を想定して算出した事業費の２分の１程

度としているため、事業実施主体は、農業者の施工の活

地 

等 

の 

基 

盤 

整 

備 

改 

良 

イ 放牧用林地整備  

 放牧用林地（木竹の生育に供され、併

せて家畜の放牧の目的に供される土地を

いう。以下同じ｡)の造成又は整備（造林

・除間伐並びに牧草導入のための障害物

除去、起土、整地並びに土壌改良資材及

び牧草種子の購入及び散布を含む。）の

ほか、放牧用林地の利用に必要な道路整

備、雑用水施設整備の新設又は改良に要

する経費 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

ウ～ク （略） (略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

利 

用 

施 

設 

整 

備 

事 

業 

(1) 

農 

業 

用 

施 

設 

整 

備 

（略） 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(2) 

農 

機 

具 

等 

導 

入 

（略） 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

(略) 

 

（２）草地整備利用促進事業 

ア 国は、本事業について次に掲げる表の工種に必要な経

費の一部を、予算の範囲内において、都道府県に対して

補助するものとし、国庫補助の大要、補助率及び助成単

価は、次のとおりとする。 

なお、助成単価は、別表に示すとおり、標準的な作業

内容、作業量等を想定して算出した事業費の２分の１程

度としているため、事業主体は、農業者の施工の活用や
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用や自らの費用負担等により、適切に事業を遂行するも

のとする。 

イ・ウ （略） 

工  種 整 備 内 容 補助率・助成単価 

(1)事業計画策定 

 

 

 都道府県又は市町村が行う事業計画

の作成（権利関係、基盤整備に関する

調査・調整活動を含む。）に要する経

費 

(略) 

 

(2)草地整備改良～

(10)隔障物整備 

（略） （略） 

 

 ２ （略） 

３ 事業内容については、上記の表のほかに次に定めるところ

によるものとする。 

 （１）草地整備改良、草地造成改良等 

   ア・イ （略） 

   ウ 土壌改良資材は、土壌の改良に要する石灰質資材（炭

カル等）、燐酸質資材（溶性燐肥等及び草地用化成（農林

水産省の登録銘柄に限るものとし、事業実施主体が独自

に混合するものは含まない。））とする。 

   エ （略） 

   オ 有機質資材は、肥料の品質の確保等に関する法律（昭

和25年法律第127号）第２条第２項に規定する特殊肥料又

は汚泥を原料として生産される普通肥料のうち、品質表

示又は保証票の添付のあるものに限ることとする。 

   カ～ク （略） 

 （２）～（７）（略） 

 （８）草地整備利用促進事業 

自らの費用負担等により、適切に事業を遂行するものと

する。 

イ・ウ （略） 

工  種 整 備 内 容 補助率・助成単価 

(1)事業計画策定 

 

 

 都道府県が行う事業計画の作成（権

利関係、基盤整備に関する調査・調整

活動を含む。）に要する経費 

 

(略) 

 

(2)草地整備改良～

(10)隔障物整備 

（略） （略） 

 

２ （略） 

３ 事業内容については、上記の表のほかに次に定めるところ

によるものとする。 

（１）草地整備改良、草地造成改良等 

ア・イ （略） 

ウ 土壌改良資材は、土壌の改良に要する石灰質資材（炭

カル等）、燐酸質資材（溶性燐肥等及び草地用化成（農林

水産省の登録銘柄に限るものとし、事業主体が独自に混

合するものは含まない。））とする。 

エ （略） 

オ 有機質資材は、肥料取締法（昭和25年法律第127号）第

２条第２項に規定する特殊肥料又は汚泥を原料として生

産される普通肥料のうち、品質表示又は保証票の添付の

あるものに限ることとする。 

カ～ク （略） 

（２）～（７）（略） 

（８）草地整備利用促進事業 
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   ア・イ （略） 

   ウ 同区分の（５）から（10）までについては、事業実施

主体は、施工の全部又は一部を自らの管理の下で、農業

者に委託等により施工させるものとする。その際、事業

実施主体は、農業者による施工（この別紙において「農

業者施工」という。）等の状況（作業内容、作業時間、支

出額等）を適切に把握し、これが確認できる資料の作

成・保存を行うものとする。 

（９）（略） 

 ４ 融資 

 （１）（略） 

 （２）第７の９の事業開始の通知を受けた市町村は、（１）の融

資を受けようとするものがあらかじめ予定されている場合

は、（１）の融資の手続によるほか次に掲げるところによる

ものとする。 

   ア 市町村長は、事業実施計画に基づき、（１）の融資を受

けようとする者について、別記様式第８号の様式によ

り、次の事項を記載した計画書（この別紙において「資

金計画書」という。）を作成し、都道府県知事に協議する

ものとする。 

   （ア）～（カ）（略） 

   イ・ウ （略） 

 

ア・イ （略） 

ウ 同区分の（５）から（10）までについては、事業主体

は、施工の全部又は一部を自らの管理の下で、農業者に

委託等により施工させるものとする。その際、事業主体

は、農業者による施工（この別紙において「農業者施

工」という。）等の状況（作業内容、作業時間、支出額

等）を適切に把握し、これが確認できる資料の作成・保

存を行うものとする。 

（９）（略） 

４ 融資 

（１）（略） 

（２）第８の２の事業実施計画の決定通知を受けた市町村は、

（１）の融資を受けようとするものがあらかじめ予定され

ている場合は、（１）の融資の手続によるほか次に掲げると

ころによるものとする。 

ア 市町村長は、事業実施計画に基づき、（１）の融資を受

けようとする者について、別記様式第７号の様式によ

り、次の事項を記載した計画書（この別紙において「資

金計画書」という。）を作成し、都道府県知事に協議する

ものとする。 

（ア）～（カ）（略） 

イ・ウ （略） 

第11 補則 

１ 他の施策との関連 

本事業において配合飼料を購入している者又は団体（以下

第11 補則 

（新設） 
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「畜産経営者」という。）が事業参加者となる場合には、当該

事業参加者は、配合飼料価格安定対策事業補助金交付等要綱

（昭和50年２月13日付け50畜Ｂ第303号農林事務次官依命通

知）に定める配合飼料価格安定基金の業務方法書に基づく配

合飼料の価格差補塡に関する基本契約及び配合飼料の価格差

補塡に関する毎年度行われる数量契約の締結を継続するもの

とする。ただし、事業実施前年度に契約を締結していない畜

産経営者、自給飼料への転換等によって配合飼料の使用を中

止する等の合理的な理由がある畜産経営者、不特定の者が受

益する取組を行う畜産経営者については、その限りではな

い。 

 ２ 飼料作物生産が位置付けられた地域計画に係る緩和 

   第４の１の表の種類欄の草地整備利用促進事業及び第７の

１の（２）に定める飼料作物生産が位置付けられた地域計画

については、要綱第３の２のただし書きに規定されている原

子力被災12市町村及び令和６年能登半島地震の被災市町村に

あっては、飼料作物生産が位置付けられた、実質化された

人・農地プラン（人・農地プランの具体的な進め方について

（令和元年６月26日付け元経営第494号農林水産省経営局長通

知）２の（１）の実質化された人・農地プランをいう。）とす

ることができる。 

 ３～７ （略） 

 ８ 農業者施工を行う場合 

   事業実施主体は、不測の事故等に備え、当該農業者を傷害

保険、賠償責任保険等に加入させる等の対応を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～５ （略） 

 ６ 農業者施工を行う場合 

事業主体は、不測の事故等に備え、当該農業者を傷害保

険、賠償責任保険等に加入させる等の対応を行うものとす

る。 
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（採択申請様式） 

 

 

（採択申請様式） 

 

  

別記様式第１号（第５の２関係）  

表紙～第１章 （略） 

第２章 地域畜産の概要 

１ （略） 

２ 市町村の概要 

別記様式第１号（第５の２関係）  

表紙～第１章 （略） 

第２章 地域畜産の概要 

１ （略） 

２ 市町村の概要 
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（１） （略） 

（２） 市町村における畜産振興等の目標 

  ① （略） 

  ② 地域経済の概要 
 

 

 

 第３章 （略） 

 

（１） （略） 

（２） 市町村における畜産振興等の目標 

  ① （略） 

  ② 地域経済の概要 

 

 第３章 （略） 
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別記様式第２号（第６の３関係）  

 
      １～３ （略） 

 

 

  

１～４ （略） 

 ５ 関係町村の概況 

 

 （２）～（５） （略） 

 ６ （略） 

 

 

 

別記様式第２号（第６の３関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 
１～３ （略） 

 

 

 

１～４ （略） 

５ 関係市町村の概況 

 

（２）～（５） （略） 

６ （略） 

○○○草地畜産基盤整備事業（○○型）  

○○事業実施申請地区概況調書  

○○○草地畜産基盤整備事業（○○型）  

○○事業実施申請地区概況調書  
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別記様式第３号（第６の３関係） （略） 別記様式第３号（第６の３関係） （略） 

別記様式第４号（第６の４関係）  

表紙～第１章 （略） 

第２章 地域の概要 

第１節・第２節 （略） 

第３節 地域の農業概況及び動向 

 １ （略） 

 ２ 関係市町村の農業の動向 

 
第４節～第８節 （略） 

第３章 

第１節～第６節 （略） 

第７節 気象概況 

 

 （略） 

別記様式第４号（第６の４関係） 

 表紙～第１章 （略） 

第２章 地域の概要 

第１節・第２節 （略） 

第３節 地域の農業概況及び動向 

 １ （略） 

 ２ 関係市町村の農業の動向 

 
第４節～第８節 （略） 

第３章 

第１節～第６節 （略） 

第７節 気象概況 

 

 （略） 
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第８節・第９節 （略） 

第４章～第10章 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８節・第９節 （略） 

第４章～第10章 （略） 
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別記様式第５号（第６の４関係） 

 

（新設） 



- 52 - 

別記様式第６号（第８の２関係） 

 

別記様式第５号（第８の２関係） 

 
別記様式第７号（第９関係）  

 

○○○草地畜産基盤整備事業 

（○○○型）○○○事業完了報告書  

（略） 

 

別表  （略） 

 

【定額助成の事業達成状況の報告に係る添付写真】  

（略） 

 

 

別記様式第６号（第９関係）  

 

○○○草地畜産基盤整備事業 

（○○○型）○○○事業完了報告書 

（略） 

 

別表  （略） 

 

【定額助成の事業達成状況の報告に係る添付写真】  

（略） 
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【定額助成の事業達成状況報告】 

 

【定額助成の事業達成状況報告】 

 

別記様式第８号（第10の４の関係） （略） 別記様式第７号（第10の４の関係） （略） 
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別紙５（農業基盤整備促進事業に係る運用） 

 

第２ 事業の内容 

本事業の事業内容は、別表１の事業種類の欄に応じて定める

ものとする。 

 

別紙５（農業基盤整備促進事業に係る運用） 

 

第２ 事業の内容 

本事業の事業内容は、別表１の事業種類の欄に掲げる区分に

応じて定めるものとする。 

第７ 計画の変更 

１ 計画変更の申請については、以下のとおりとする。 

（１）都道府県が事業実施主体となる場合 

都道府県知事は、要綱第７の２により採択された事業に

係る農業基盤整備計画について、重要な変更が生じた場合

には、地方農政局長等に計画変更報告書を提出するものと

する。 

（２）市町村又は農業者団体が事業実施主体となる場合 

市町村長又は農業者団体は、要綱第７の２により採択さ

れた事業に係る農業基盤整備計画について、重要な変更が

生じた場合には、変更内容を示した農業基盤整備計画を都

道府県知事に提出し、都道府県知事はこれを確認の上、地

方農政局長等に計画変更報告書を提出するものとする。 

第７ 計画の変更 

１ 計画変更の申請については、以下のとおりとする。 

（１）都道府県が事業実施主体となる場合 

都道府県知事は、要綱第７の２により採択された事業に

係る農業基盤整備計画について、重要な変更が生じた場合

には、地方農政局長等に事業変更申請書を提出するものと

する。 

（２）市町村又は農業者団体が事業実施主体となる場合 

市町村長又は農業者団体は、要綱第７の２により採択さ

れた事業に係る農業基盤整備計画について、重要な変更が

生じた場合には、変更内容を示した農業基盤整備計画を都

道府県知事に提出し、都道府県知事はこれを確認の上、地

方農政局長等に事業変更申請書を提出するものとする。 

 （削る。） ２ 地方農政局長等は、１により提出された事業変更申請書を

審査の上、適当であると認めるときは、都府県知事（農村振

興局長にあっては、北海道開発局長を経由して北海道知事）

に事業変更通知書を交付するものとする。 

 （削る。） ３ 都道府県知事は、２の事業変更通知書の交付を受けたとき

は、市町村又は農業者団体が事業実施主体となる場合、速や
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かに１の（２）による申請を行った市町村長又は農業者団体

にその旨を通知するものとする。 

２ 計画変更報告書は別記様式第４号により作成するものとす

る。 

４ 事業変更申請書は別記様式第４号により、事業変更通知書

は別記様式第５号により、それぞれ作成するものとする。 

３ （略） 

 

 ５ （略） 

 

第８ 事業達成状況の報告 第８ 事業達成状況の報告 

 １～３ （略）  １～３ （略） 

 ４ ２の（１）及び（２）の地方農政局長等への「報告」は、

別記様式第５号によるものとする。 

 

 ４ ２の（１）及び（２）の地方農政局長等への「報告」は、

別記様式第６号によるものとする。 

 

第９ 助成 

１・２ （略） 

３ 定額助成について 

（１）１の（２）の助成単価とは、次に掲げる区分に応じ、次

に定めるものとする。なお、助成単価は、別表２の事業内

容等の欄に示すとおり、標準的な作業内容、作業量等を想

定して算出した事業費の２分の１程度としているため、事

業実施主体は、農業者施工の活用や自らの費用負担等によ

り、適切に事業を遂行するものとする。 

ア （略） 

イ 事業完了時までに担い手（地域計画（農業経営基盤強

化促進法（昭和 55年法律第 65号）第 19条に規定する地

域計画をいう。以下同じ。）のうち目標地図（農業経営基

盤強化促進法第 19条第３項の地図をいう。）に位置付け

られた者（認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織

第９ 助成 

１・２ （略） 

３ 定額助成について 

（１）１の（２）の助成単価とは、次に掲げる区分に応じ、次

に定めるものとする。なお、助成単価は、別表２の事業内

容等の欄に示すとおり、標準的な作業内容、作業量等を想

定して算出した事業費の２分の１程度としているため、事

業実施主体は、農業者施工の活用や自らの費用負担等によ

り、適切に事業を遂行するものとする。 

ア （略） 

イ 事業完了時までに中心経営体（地域計画（農業経営基

盤強化促進法（昭和 55年法律第 65号）第 19条に規定す

る地域計画をいう。以下同じ。）のうち目標地図（農業経

営基盤強化促進法第 19条第３項の地図をいう。）に位置

付けられた者（認定農業者、認定新規就農者、集落営農
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（農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付

に関する法律（平成 18年法律第 88号）第２条第４項第

１号ハに定める組織）、市町村基本構想（農業経営基盤強

化促進法第６条第１項に定める基本構想をいう。）に示す

目標所得水準を達成している農業者及び市町村が認める

者をいう。以下同じ。））に集約化されている受益地又は

集約化することが確実と見込まれる受益地にあっては、

別表２の助成単価の欄の２に掲げるもの 

（２）～（４）（略） 

組織（農業の担い手に対する経営安定のための交付金の

交付に関する法律（平成 18年法律第 88号）第２条第４

項第１号ハに定める組織）、市町村基本構想（農業経営基

盤強化促進法第６条第１項に定める基本構想をいう。）に

示す目標所得水準を達成している農業者及び市町村が認

める者をいう。以下同じ。））に集約化されている受益地

又は集約化することが確実と見込まれる受益地にあって

は、別表２の助成単価の欄の２に掲げるもの 

（２）～（４）（略） 

 

第 10 その他 

１・２ （略） 

３ 本事業で整備された暗渠排水のうち、地域排水型暗渠排水

（農地周辺の宅地等への洪水被害防止等地域排水機能を発揮

する暗渠排水をいう。）であって、市町村又は土地改良区その

他公共的団体が所有するとともに、災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223号）第 42条に規定する市町村地域防災計画（都

道府県又は市町村が策定するこれに準ずる計画を含む。）に位

置付けられているものは、地方財政法（昭和 23年法律第 109

号）第５条第５号に掲げる公共施設に当たる。 

４・５ （略） 

６ 別表１の定率助成に係るもののうち事業種類の欄の（１）

に該当するもの及び別表１の定額助成に係るもののうち事業

種類の欄の（４）に該当するものについては、その整備の実

施後８年を経過しない間に同一の者による一連の行為により

受益地の 10分の１以上（その受益地の面積が 100ヘクタール

 

第 10 その他 

１・２ （略） 

３ 本事業で整備された暗渠排水のうち、地域排水型暗渠排水

（農地周辺の宅地等への洪水被害防止等地域排水機能を発揮

する暗渠排水をいう。）であって、市町村又は土地改良区その

他公共的団体が所有するとともに、災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223号）第 42条に規定する市町村地域防災計画（都

道府県又は市町村が策定するこれに準ずる計画を含む。）に位

置付けられているものは、地方財政法（昭和 22年法律第 67

号）第５条第５号に掲げる公共施設に当たる。 

４・５ （略） 

６ 別表１の定率助成に係るもののうち事業種類の欄の（１）

に該当するもの及び別表１の定額助成に係るもののうち事業

種類の欄の（７）に該当するものについては、その整備の実

施後８年を経過しない間に同一の者による一連の行為により

受益地の 10分の１以上（その受益地の面積が 100ヘクタール
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超えるときは、受益地のうち 10ヘクタール以上）の転用が行

われた場合には、又は、別表１の定率助成に係るもののうち

事業種類の欄の（４）に該当するもの及び別表１の定額助成

に係るもののうち事業種類の欄の（１）に該当するものにつ

いては、その整備の実施後８年を経過しない間に同一の主体

による一連の行為により 10アール以上の受益地が転用された

場合には、次に掲げるときを除き、補助金の返還措置を講ず

るものとする。 

（１）～（３）（略） 

７～９ （略） 

10 事業実施主体が都道府県及び市町村以外の場合であって、

都道府県が別表１の区分１の事業種類の欄（８）の指導（以

下「指導事業」という。）を実施していない場合又は１地区当

たりの単年度の補助金交付額が１億円を超える場合には、事

業実施主体は、土地改良区機能強化支援事業実施要綱（令和

７年４月１日付け６農振第 2936号農林水産事務次官依命通

知）第５の１に基づく会計指導員、監査法人又は公認会計士

等による外部監査を受けるものとする。 

11 （略）  

12 病害虫の発生予防・まん延防止を目的として、次の（１）

の内容及び（１）と密接な関連があり一体的に実施する

（２）又は（３）の内容を実施する場合の実施区域は、植物

防疫法（昭和 25年法律第 151号）第 31条の規定に基づく発

生予察事業による病害虫に係る警報、注意報又は特殊報が発

表された地域の農地とする。ただし、（３）を実施する場合は

（２）と密接に関連して合わせて実施するものとする。 

超えるときは、受益地のうち 10ヘクタール以上）の転用が行

われた場合には、又は、別表１の定率助成に係るもののうち

事業種類の欄の（４）に該当するもの及び別表１の定額助成

に係るもののうち事業種類の欄の（１）から（４）までに該

当するものについては、その整備の実施後８年を経過しない

間に同一の主体による一連の行為により 10アール以上の受益

地が転用された場合には、次に掲げるときを除き、補助金の

返還措置を講ずるものとする。 

（１）～（３）（略） 

７～９ （略） 

10 事業実施主体が都道府県及び市町村以外の場合であって、

都道府県が別表１の区分１の事業種類の欄（８）の指導（以

下「指導事業」という。）を実施していない場合又は１地区当

たりの単年度の補助金交付額が１億円を超える場合には、事

業実施主体は、土地改良区体制強化事業実施要綱（平成 28年

４月１日付け 27農振第 2429号農林水産事務次官依命通知）

第３の１の（４）に基づく会計指導員、監査法人又は公認会

計士等による外部監査を受けるものとする。 

11 （略）  

12 病害虫の発生予防・まん延防止を目的として、次の（１）

の内容及び（１）と密接な関連があり一体的に実施する

（２）又は（３）の内容を実施する場合の実施区域は、植物

防疫法（昭和 25年法律第 151号）第 31条の規定に基づく発

生予察事業による病害虫に係る警報、注意報又は特殊報が発

表された地域の農地とする。ただし、（３）を実施する場合は

（２）と密接に関連して合わせて実施するものとする。 
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（１）別表１の区分１の（１）から（３）まで及び（８）並び

に区分２の（２）、（３）、（７）のア及び（９）に掲げる内

容を実施するもの 

（２）別表１の区分１の（４）から（６）まで並びに区分２の

（１）、（４）から（６）まで及び（７）のイからエまでに

掲げる内容を実施するもの 

（３）（略） 

13 水田貯留機能の向上を目的として、次の（１）の内容及び

（１）と密接な関連があり一体的に実施する（２）の内容を

実施する場合、別紙１別記様式第９号に規定する水田貯留機

能向上計画を策定することとする。 

（１）別表１の区分１の（１）から（６）まで並びに区分２の

（１）から（７）までに掲げる内容を実施するもの 

 

（１）別表１の区分１の（１）から（３）まで及び（８）並び

に区分２の（５）、（６）、（８）のアからエまで及び（９）

のアに掲げる内容を実施するもの 

（２）別表１の区分１の（４）から（６）まで並びに区分２の

（１）から（４）まで、（７）、（８）のオ及びカ並びに

（９）のイからエまでに掲げる内容を実施するもの 

（３）（略） 

13 水田貯留機能の向上を目的として、次の（１）の内容及び

（１）と密接な関連があり一体的に実施する（２）の内容を

実施する場合、別紙１別記様式第９号に規定する水田貯留機

能向上計画を策定することとする。 

（１）別表１の区分１の（１）から（６）まで並びに区分２の

（１）から（７）まで、（８）オ及びカ並びに（９）に掲げ

る内容を実施するもの 

（２）別表１の区分１の（７）及び（８）並びに区分２の

（10）に掲げる内容を実施するもの 

（２）別表１の区分１の（７）及び（８）並びに区分２の

（11）に掲げる内容を実施するもの 

14 （略） 14 （略） 
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別表２（定額助成） 

 
 

別表２（定額助成） 
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（削る。） 
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（削る。） 

 

別記様式第５号 （略） 別記様式第６号 （略） 

  

附 則 

１ この通知は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正後の別記様式並びに別紙１の第２の３、別記様式第３号及び別記様式第７号並びに別紙３の第５の１の（４）

のオについて、令和６年度以前に要綱第７の申請が行われた地区については、なお従前の例によることができる。 

３ この通知による改正後の別紙２の第５の１の（４）に規定する地区において、実施計画策定事業又は経営体育成促進換地等調整事

業の令和７年度採択を希望する場合、事業採択申請書等の提出期限は、別紙２第６の１の規定にかかわらず、令和７年10月末日まで

とする。 


